
平成１０年３月期 中間決算短信 平成９年１１月７日

上 場 会 社 名 Ｎ Ｋ Ｋ（日本鋼管株式会社） 上 場 取 引 所 東京・大阪・名古屋（第一部）
コ ー ド 番 号 ５４０４ 京都・広島・福岡・新潟・札幌
本 社 所 在 地 東京都千代田区丸の内１－１－２

決算取締役会開催日 平成９年１１月 ７日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 平成９年１２月１０日

１．平成９年９月中間期の業績（平成９年４月１日～平成９年９月３０日）

(1)経 営 成 績 （注）金額は、表示単位未満を切り捨てております。

売上高 対前年中間期 営業利益 対前年中間期 経常利益 対前年中間期
増 減 率 増 減 率 増 減 率

百万円 百万円 百万円
平成９年９月中間期 507,924 (Δ 8.5%) 21,156 (Δ 9.5%) 11,030 ( 14.0%)
平成８年９月中間期 555,355 ( 3.7%) 23,387 (Δ 7.0%) 9,677 ( 60.7%)

平 成 ９ 年 ３ 月 期 1,185,043 ( 2.2%) 59,407 (Δ 5.8%) 34,270 ( 13.0%)

中間(当期) 対前年中間期 １ 株 当 た り
利益 増 減 率 中 間 （ 当 期 ） 利 益 会 計 処 理 基 準

百万円
平成９年９月中間期 11,233 ( 56.8%) ３円１８銭 中間財務諸表作成基準
平成８年９月中間期 7,162 (Δ78.7%) ２円０３銭

平 成 ９ 年 ３ 月 期 16,220 (Δ72.9%) ４円６０銭

（注）１.期中平均株式数
平成９年９月中間期 3,523,582千株 平成８年９月中間期 3,523,582千株 平成９年３月期 3,523,582千株

２.会計処理の方法の変更：該当はありません。

(2)配 当 状 況

１ 株 当 た り １ 株 当 た り
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金

平成９年９月中間期 １円５０銭
平成８年９月中間期 円 銭

平 成 ９ 年 ３ 月 期 ３円００銭

(3)財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円
平成９年９月中間期 1,844,188 464,510 25. 2 ％ １３１円８２銭
平成８年９月中間期 1,859,740 454,789 24. 5 ％ １２９円０７銭

平 成 ９ 年 ３ 月 期 1,887,710 463,847 24. 6 ％ １３１円６４銭

（注）１.期末発行済株式数（額面株式,1単位の株式の数１千株）
平成９年９月中間期 3,523,582千株 平成８年９月中間期 3,523,582千株 平成９年３月期 3,523,582千株

２.有価証券の時価と中間貸借対照表計上額との差額 55,825百万円

３.中間期末現在のデリバティブ取引の時価と契約額等との差額 Δ 186百万円（為替予約）

２.平成１０年３月期の業績予想（平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当 期 利 益

百万円 百万円 百万円
平成１０年３月期 1,130,000 31,000 14,000

（参考）１株当たり予想当期利益 ３円９７銭

本件に関するお問い合わせは下記へお願い致します。
秘書部広報企画室 室 長 志 村 明 彦

ＴＥＬ 03－3217－2140(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)



１．当中間期の業績の概況

当上半期のわが国経済は、円安の進展から輸出は増加を続けましたが、国内需要は、消

費税率引き上げを前にした駆け込み需要の反動もあって、個人消費を中心に大きく落ち込

み、景気回復の基調は極めて弱いものとなりました。

鉄鋼業を取り巻く環境におきましては、内需の減少はありますものの、東南アジア向け

を中心とした輸出の好調に支えられ、当上半期の全国粗鋼生産は、前年度下半期に比べ増

加いたしました。前年度上半期に比べましても、全国粗鋼生産は、輸出・内需ともに増加

いたしました。また、エンジニアリング事業におきましては、国内・海外市場ともに、競

争は依然として厳しい状況にあります。

このような経営環境の下、当上半期の鉄鋼部門の状況につきましては、売上高は 3,635

億円と、前年同期に比べ鋼材出荷量の増加影響により 5％の増収となりました。収益面に

おきましても、鋼材出荷量の増加影響に加え、省エネルギー・省資源等、一層のコスト低

減に努め、営業利益は 200億円と前年同期を上回りました。

総合エンジニアリング部門につきましては、都市ガスパイプライン、都市ごみ処理設備、

撒積船を中心に、売上高は 1,443億円を計上いたしましたが、前年同期に比べ大型案件減

少の影響等から、31％の減収となりました。収益面につきましても、懸命なコスト削減努

力にもかかわらず、市場環境は依然として厳しく、営業利益は11億円と前年同期を大幅に

下回りました。

この結果、全社の売上高は 5,079億円と、前年同期に比べ 9％の減収となり、営業利益

も 211億円と、前年同期に比べ22億円の減益となりました。しかしながら、金融収支の改

善などにより、経常利益は 110億円と、前年同期に比べ 13億円の増益となりました。

また、当期利益につきましても 112億円と、前年同期に比べ40億円の増益となりました。

下半期につきましては、公共事業削減の本格化、東南アジア経済の混乱などによる輸出

の伸びの鈍化が懸念されるなど、ますます景気の停滞感が強まるものと予想されます。こ

のように、下半期につきましては、経営環境の好転は期待し難い状況にあると考えており

ますが、徹底的なコスト削減に加え、総合エンジニアリング部門の売上高が下期に集中す

ることもあり、上半期に比べ収益の改善を見込んでおります。

以上、当上半期の収益状況および下半期の見通しを慎重に検討いたしました結果、当期

の中間配当につきましては、１株につき１円50銭とさせていただくことといたしました。

なお、当社は現在、今年度を初年度とする「中期経営計画」に全社一丸となって取り組

んでおります。この計画の実行により、収益力の一層の向上と企業体力の充実を図り、皆

様のご期待にお応えしてまいる所存でございます。



２ 鉄鋼部門生産高.

前 年 中 間 期 当 中 間 期 対 前 年 前 期

摘 要 （平成８年上半期） （平成９年上半期） 増 減 中間期比 （ 平 成 ８ 年 度 ）

千屯 千屯 千屯 ％ 千屯

銑 鉄 5,829 6,269 440 108 11,889

粗 鋼 5,248 5,576 328 106 10,731

鋼 材 4,888 5,245 357 107 10,169

３ 売 上 高 内 訳.

前 年 中 間 期 当 中 間 期 対 前 年 前 期

摘 要 （平成８年上半期） （平成９年上半期） 増 減 中間期比 （ 平 成 ８ 年 度 ）

鉄 鋼 部 門 ％

鋼 材 325,578 百万円 342,662 百万円 17,084 百万円 105 680,071 百万円

(数 量) （ 4,823 千屯） （ 5,130 千屯） ( 307 千屯） ( 106) （ 10,046 千屯）

(単 価) （ 67,504 円） （ 66,798 円） (Δ 706 円） （ 67,699 円）

そ の 他 21,122 20,873 Δ 249 99 43,671

計 346,701 363,536 16,835 105 723,743

総合ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門

プ ラ ン ト 135,886 82,174 Δ 53,712 60 291,108

鋼構造・海洋他 72,767 62,214 Δ 10,553 85 170,191

計 208,654 144,388 Δ 64,266 69 461,299

合 計 555,355 507,924 Δ 47,431 91 1,185,043

(う ち 輸 出) ( 127,607) ( 117,450) (Δ 10,157) ( 92) ( 267,186)

(輸 出 比 率) ( 23.0%) ( 23.1%) ( 0.1%) ( 22.5%)

４ 総合エンジニアリング部門受注状況.

受 注 高 受 注 残 高

摘 要 前年中間期 当 中 間 期 前 期 前 期 当 中 間 期 前年中間期

（ ８ ／ 上 ) （ ９ ／ 上 ) 増 減 （ ８ 年 度 ) （ ８ 年 度 ) （ ９ ／ 上 ) 増 減 （ ８ ／ 上 )

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

プ ラ ン ト 82,360 87,308 4,948 205,296 262,957 268,091 5,134 295,241

鋼 構 造 ・ 海 洋 他 64,555 67,780 3,225 172,205 201,088 206,654 5,566 190,863

合 計 146,915 155,088 8,173 377,502 464,045 474,746 10,701 486,105



５ 中間損益計算書.

（平成９年４月１日～平成９年９月３０日）

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前 期

科 目 増 減

（平成８年上半期） （平成９年上半期） （平 成 ８ 年 度）

（経常損益の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

売 上 高 555,355 100.0 507,924 100.0 Δ 47,431 1,185,043 100.0

営 売 上 原 価 Δ 460,413 Δ 416,768 43,645 Δ 974,565

業 販 売費及び一般管理費 Δ 71,554 Δ 69,999 1,555 Δ 151,070

損

益 営 業 費 用 Δ 531,968 Δ 486,767 45,201 Δ1,125,635

の

部 営 業 利 益 23,387 4.2 21,156 4.2 Δ 2,231 59,407 5.0

（鉄 鋼 部 門） ( 16,293) ( 4.7) ( 20,031) ( 5.5) ( 3,738) ( 42,437) ( 5.9)

（総合ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門） ( 7,094) ( 3.4) ( 1,124) ( 0.8) ( Δ 5,970) ( 16,970) ( 3.7)

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,351 3,529 178 4,955

営 そ の 他 の 収 益 6,315 6,281 Δ 34 14,991

業

外 営 業 外 収 益 9,666 9,810 144 19,947

損

益 支 払 利 息 Δ 16,559 Δ 15,381 1,178 Δ 31,179

の そ の 他 の 費 用 Δ 6,816 Δ 4,555 2,261 Δ 13,904

部

営 業 外 費 用 Δ 23,376 Δ 19,936 3,440 Δ 45,084

経 常 利 益 9,677 1.7 11,030 2.2 1,353 34,270 2.9

（特別損益の部）

固 定 資 産 売 却 益 9,287 724 Δ 8,563 16,048

子 会 社 株 式 売 却 益 - - - 1,020

有 価 証 券 売 却 益 - - - 34,720

金 利スワップ解約精算金 - 6,432 6,432 -

特 別 利 益 9,287 7,157 Δ 2,130 51,789

固 定 資 産 廃 却 損 失 Δ 904 Δ 925 Δ 21 Δ 13,615

投 資 等 整 理 損 失 - Δ 1,030 Δ 1,030 Δ 3,287

退 職 年 金 過 去 勤 務 費 用 Δ 1,984 Δ 1,984 - Δ 3,969

特 別 退 職 損 失 Δ 7,113 Δ 713 6,400 Δ 17,574

棚 卸 資 産 処 分 損 失 - - - Δ 1,564

事 業 税 - - - Δ 2,700

訴 訟 解 決 金 - - - Δ 809

特 別 減 価 償 却 費 - - - Δ 1,818

特 別 損 失 Δ 10,002 Δ 4,654 5,348 Δ 45,339

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 利 益 8,962 1.6 13,533 2.7 4,571 40,720 3.5

法 人 税 及 び 住 民 税 Δ 1,800 Δ 2,300 Δ 500 Δ 24,500

中 間 （ 当 期 ） 利 益 7,162 1.3 11,233 2.2 4,071 16,220 1.4

前 期 繰 越 利 益 （ Δ 損 失 ） Δ 4,218 6,002 10,220 Δ 4,218

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 2,943 17,235 14,292 12,002

(注) 普通償却実施額 （平成８年上半期） （平成９年上半期） （平成８年度）

52,157百万円 46,092百万円 101,362百万円



６ 鉄 鋼 部 門 生 産 高．

（ ）対前年下半期比較

摘 要 平 成 ８ 年 下 半 期 平 成 ９ 年 上 半 期 増 減 対下半期比

千屯 千屯 千屯 ％
銑 鉄 6,060 6,269 209 103

粗 鋼 5,483 5,576 93 102

鋼 材 5,281 5,245 Δ 36 99

７ 売 上 高．

（ ）対前年下半期比較

摘 要 平 成 ８ 年 下 半 期 平 成 ９ 年 上 半 期 増 減 対下半期比

鉄 鋼 部 門 ％

鋼 材 354,493 百万円 342,662 百万円 Δ 11,831 百万円 97
(数 量) ( 5,223 千屯) ( 5,130 千屯) ( Δ 93 千屯) （ 98 ）
(単 価) ( 67,879 円) ( 66,798 円) ( Δ 1,081 円)

そ の 他 22,549 20,873 Δ 1,676 93

計 377,042 363,536 Δ 13,506 96

総合ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門

プ ラ ン ト 155,221 82,174 Δ 73,047 53

鋼構造・海洋他 97,424 62,214 Δ 35,210 64

計 252,645 144,388 Δ 108,257 57

合 計 629,688 507,924 Δ 121,764 81
(う ち 輸 出) ( 139,579) ( 117,450) ( Δ 22,129) （ 84 ）
(輸 出 比 率) ( 22.2%) ( 23.1%) ( 0.9%)



８ 損 益 計 算 書．

（ ）対前年下半期比較

平 成 ８ 年 下 半 期 平 成 ９ 年 上 半 期
科 目 （平成８年10月１日 （平成９年４月１日 増 減

～平成９年３月31日） ～平成９年９月30日）

（経常損益の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

売 上 高 629,688 100.0 507,924 100.0 Δ 121,764

営 売 上 原 価 Δ 514,151 Δ 416,768 97,383
業 販売費及び一般管理費 Δ 79,515 Δ 69,999 9,516
損
益 営 業 費 用 Δ 593,667 Δ 486,767 106,900
の
部 営 業 利 益 36,020 5.7 21,156 4.2 Δ 14,864

（鉄 鋼 部 門) ( 26,143) ( 6.9) ( 20,031) ( 5.5) (Δ 6,112 ）
（総合ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門） ( 9,876) ( 3.9) ( 1,124) ( 0.8) (Δ 8,752 ）

営 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,604 3,529 1,925
業損 支 払 利 息 Δ 14,620 Δ 15,381 Δ 761
外益 そ の 他 の 営 業 外 損 益 1,588 1,726 138
の
部 営 業 外 損 益 Δ 11,427 Δ 10,125 1,302

経 常 利 益 24,593 3.9 11,030 2.2 Δ 13,563

（特別損益の部）

固 定 資 産 売 却 益 6,761 724 Δ 6,037
子 会 社 株 式 売 却 益 1,020 - Δ 1,020
有 価 証 券 売 却 益 34,720 - Δ 34,720
金利スワップ解約精算金 - 6,432 6,432

特 別 利 益 42,502 7,157 Δ 35,345

固 定 資 産 廃 却 損 失 Δ 12,711 Δ 925 11,786
投 資 等 整 理 損 失 Δ 3,287 Δ 1,030 2,257
退 職年金過去勤務費用 Δ 1,984 Δ 1,984 -
特 別 退 職 損 失 Δ 10,460 Δ 713 9,747
棚 卸 資 産 処 分 損 失 Δ 1,564 - 1,564
事 業 税 Δ 2,700 - 2,700
訴 訟 解 決 金 Δ 809 - 809
特 別 減 価 償 却 費 Δ 1,818 - 1,818

特 別 損 失 Δ 35,337 Δ 4,654 30,683

税 引 前 中 間 利 益 31,758 5.0 13,533 2.7 Δ 18,225

法 人 税 及 び 住 民 税 Δ 22,700 Δ 2,300 20,400
中 間 利 益 9,058 1.4 11,233 2.2 2,175

（注）普通償却実施額 （平成８年下半期） （平成９年上半期）
49,204百万円 46,092百万円



９． 中 間 貸 借 対 照 表

（ 平 成 ９ 年 ９ 月 ３ ０ 日 現 在 ）

平成９年 平成９年 平成８年 平成９年 平成９年 平成８年

科 目 ３月末 ９月末 増 減 ９月末 科 目 ３月末 ９月末 増 減 ９月末

（資 産 の 部） 百万円 百万円 百万円 百万円 （負 債 の 部） 百万円 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 640,827 619,587 Δ 21,240 583,864 流 動 負 債 744,349 703,431 Δ 40,918 718,301

現 金 及 び 預 金 20,103 10,812 Δ 9,291 11,955 支 払 手 形 2,820 626 Δ 2,194 2,627

受 取 手 形 6,609 6,506 Δ 103 5,070 買 掛 金 208,946 172,587 Δ 36,359 180,368

売 掛 金 228,957 174,853 Δ 54,104 153,067 短 期 借 入 金 170,924 168,890 Δ 2,034 205,766

有 価 証 券 81,422 81,425 3 46,966 一年以内に償還の社債 90,000 99,830 9,830 80,000

製品・半製品・仕掛品 147,096 175,393 28,297 175,602 未払金・未払費用等 153,245 111,444 Δ 41,801 105,228

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 116,245 115,223 Δ 1,022 141,879 前 受 金 75,871 74,730 Δ 1,141 101,770

そ の他の流動資産 41,564 56,341 14,777 51,556 そ の他の流動負債 42,542 75,321 32,779 42,540

貸 倒 引 当 金 Δ 1,169 Δ 969 200 Δ 2,235

固 定 負 債 679,512 676,246 Δ 3,266 686,650

固 定 資 産 1,246,882 1,224,600 Δ 22,282 1,275,876 社 債 332,830 333,000 170 327,830

有形固定資産 1,040,631 1,023,318 Δ 17,313 1,070,264 長 期 借 入 金 196,280 196,515 235 202,626

建 物 ・ 構 築 物 323,170 314,370 Δ 8,800 336,614 退 職 給 与 引 当 金 78,746 76,322 Δ 2,424 82,048

機 械 及 び 装 置 496,025 483,970 Δ 12,055 502,402 特 別 修 繕 引 当 金 38,117 40,635 2,518 36,929

土 地 195,695 195,608 Δ 87 194,423 そ の他の固定負債 33,538 29,772 Δ 3,766 37,215

その他の有形固定資産 25,739 29,368 3,629 36,823

負 債 合 計 1,423,862 1,379,677 Δ 44,185 1,404,951

無形固定資産 2,856 2,728 Δ 128 2,920

投 資 等 203,394 198,554 Δ 4,840 202,691 （資 本 の 部）

投 資 有 価 証 券 38,213 37,937 Δ 276 38,829 資 本 金 233,731 233,731 - 233,731

子会社株式及び出資金 98,383 98,843 460 97,474

そ の 他 の 投 資 等 74,124 69,227 Δ 4,897 74,781 法 定 準 備 金 146,312 147,370 1,058 146,312

貸 倒 引 当 金 Δ 7,327 Δ 7,453 Δ 126 Δ 8,393 資 本 準 備 金 109,129 109,129 - 109,129

利 益 準 備 金 37,182 38,240 1,058 37,182

剰 余 金 83,803 83,408 Δ 395 74,744

任 意 積 立 金 71,801 66,172 Δ 5,629 71,801

当 期 未 処 分 利 益 12,002 17,235 5,233 2,943

（当 期 利 益） ( 16,220) ( 11,233) (Δ 4,987) ( 7,162)

資 本 合 計 463,847 464,510 663 454,789

資 産 合 計 1,887,710 1,844,188 Δ 43,522 1,859,740 負債及び資本 合 計 1,887,710 1,844,188 Δ 43,522 1,859,740



〔 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書 に 関 す る 注 記 〕

１ . 有 形 固 定 資 産 か ら 控 除 し た 減 価 償 却 累 計 額

（平成８年９月末） 2,323,292百万円 （平成９年３月末） 2,296,301百万円 （平成９年９月末） 2,333 , 2 5 7百万円

２ . 保 証 債 務

（平成８年９月末） 84,8 9 9百万円 （平成９年３月末） 81,6 9 9百万円 （平成９年９月末） 79, 1 9 9百万円

３ . 自 己 株 式

（平成８年９月末） 8千株 2百万円 （平成９年３月末） 8千株 2百万円 （平成９年９月末）1 1千株 2百万円

４ . リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

( 1 )リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

そ の 他 の そ の 他 の

建 物 ・ 構 築 物 機 械 及 び 装 置 有形固定資産 投 資 等 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

取 得 価 額 相 当 額 6 63 1,774 90 1,935

減価償却累計額相当額 5 10 947 21 984

中 間 期 末 残 高 相 当 額 0 53 827 69 951

(2)未 経 過 リ ー ス 料 中 間 期 末 残 高 相 当 額 （１年以内） 33 5百万円

（１ 年 超） 615

（ 合 計 ） 951

( 3 )当中間期の支払リース料(減価償却費相当額) 1 9 5百万円

( 4 )減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

なお、上記注記については、未経過リース料中間期末残高相当額が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっている。



１０ 有価証券の時価等．

平 成 ８ 年 ９ 月 末 平 成 ９ 年 ３ 月 末 平 成 ９ 年 ９ 月 末

種 類 中 間 貸 借 貸 借 中 間 貸 借

対照表価額 時 価 評 価 損 益 対照表価額 時 価 評 価 損 益 対照表価額 時 価 評 価 損 益

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1) 流動資産に属するもの

株 式 46,740 181,067 134,327 81,196 144,806 63,609 81,199 137,975 56,776

債 券 225 311 85 225 211 14 213 205 7Δ Δ

そ の 他 - - - - - - - - -

小 計 46,966 181,379 134,413 81,422 145,017 63,595 81,412 138,181 56,768

(2) 固定資産に属するもの

株 式 13,048 44,301 31,252 13,048 25,997 12,949 13,048 12,104 943Δ

債 券 - - - - - - - - -

そ の 他 - - - - - - - - -

小 計 13,048 44,301 31,252 13,048 25,997 12,949 13,048 12,104 943Δ

合 計 60,014 225,680 165,666 94,470 171,015 76,544 94,460 150,286 55,825

（注）1.時価等の算定方法

上 場 有 価 証 券 東京証券取引所等の最終価格による。

店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等による。

非 上 場 債 券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間に基づいて算定した価格による。

2.流動資産に属するものの株式には、自己株式を含んで表示している。

3.開示対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

平 成 ８ 年 平 成 ９ 年 平 成 ９ 年

種 類 ９ 月 末 ３ 月 末 ９ 月 末

百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 に 残存償還期間が１年内の非上場内国債 - - 12

属 す る も の

固 定 資 産 に 非 上 場 株 式 （ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ） 122,355 122,708 122,956

属 す る も の 縁 故 地 方 債 726 667 605

出 資 証 券 153 153 153



１１．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(１)通貨関連 (単位：百万円)

平 成 ８ 年 ９ 月 末 平 成 ９ 年 ３ 月 末 平 成 ９ 年 ９ 月 末

区 種 類 契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

分 時 価 評価損益 時 価 評価損益 時 価 評価損益

うち１年超 うち１年超 うち１年超

市 為替予約取引

場 売 建

取 米ドル 18,806 20,036 Δ 1,230 5,041 2,502 5,820 Δ 779 5,349 5,552 Δ 202

引 その他の通貨 408 434 Δ 26 397 435 Δ 38 107 117 Δ 9

以

外 買 建

の ドイツマルク 1,704 83 2,099 395 1,664 2,071 407 1,165 382 1,161 Δ 4

取 米ドル 3,344 3,501 157 268 298 30 584 8 609 24

引 その他の通貨 349 389 39 114 129 15 100 106 5

合 計 Δ 665 Δ 365 Δ 186

（注）１．期末の為替相場は直物相場を使用している。

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、

貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象から除いている。

(２)金利関連 (単位：百万円)

平成９年３月末 平成９年９月末

区分 種 類

契 約 額 等 契 約 額 等

うち１年超 うち１年超

市 金利スワップ取引

場 受取固定・支払変動 100,000 70,000 30,000

取 支払固定・受取変動 6,000 6,000 6,000 6,000

引

以 外貨金利スワップ取引

外 支払円貨・受取外貨 16,000 16,000 16,000 16,000

の

取

引

なお、全てのデリバティブ取引は、社内管理規定に則り実施している。

また、その規定により、デリバティブ取引は実需に基づくものに限定しており、投機を目的としたものはない。



（参考）

平成１０年３月期連結決算見通しについて

売上高 経常利益 　　 当期利益

   当期見通し １８，６００億円 ５８０億円     １４０億円

　連単倍率（倍） (1.65) (1.87)      (1.00)

   前期実績 １８，７７６億円 ４８０億円     １６６億円

　連単倍率（倍） (1.58) (1.40)      (1.02)

以　上
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